
「こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支援事業の国庫補助について」新旧対照表 

令和８年度（熊本地震追加） 令和８年度 

こ成環第 207 号  

令和７年５月 19日 

【 一 部 改 正 】 こ成環第 355 号 

令和８年６月５日 

【 一 部 改 正 】こ成環第４３７号 

令和８年８月２７日  

 

 

  各 都道府県知事 殿 

   

 

こども家庭庁長官 

（公 印 省 略） 

 

こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支

援事業費の国庫補助について 

 

 

 標記の国庫補助金の交付については、別紙「こどもの居場所

づくりコーディネーター配置等支援事業費国庫補助金交付要

綱」により行うこととされ、令和７年４月１日から適用するこ

ととされたので、通知する。 

 なお、都道府県知事におかれては、貴管内市町村（特別区、

一部事務組合及び広域連合を含む。）に対する周知につき配慮願

いたい。 

 こ成環第 207 号  

令和７年５月 19日 

【 一 部 改 正 】 こ成環第 355 号 

令和８年６月５日 

 

 

 

 

各 都道府県知事 殿 

  

 

こども家庭庁長官 

（公 印 省 略） 

 

こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支援

事業費の国庫補助について 

 

 

 標記の国庫補助金の交付については、別紙「こどもの居場所づ

くりコーディネーター配置等支援事業費国庫補助金交付要綱」

により行うこととされ、令和７年４月１日から適用することと

されたので、通知する。 

 なお、都道府県知事におかれては、貴管内市町村（特別区、一

部事務組合及び広域連合を含む。）に対する周知につき配慮願い

たい。 



別紙 

 

こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支

援事業費国庫補助金交付要綱 

 

（通則） 

１ （略） 

 

（交付の目的） 

２ 地域のつながりの希薄化、少子化の進展により、地域の中

でこどもが育つことが困難になっており、また、児童虐待の

相談対応件数や不登校、自殺者数の増加等、こどもを取り巻

く環境の厳しさが増し、価値観も多様化する中、全てのこど

もが安全で安心して過ごせる多様な居場所づくりを推進して

いく必要がある。  

 本事業は、令和 5年 12月に閣議決定された「こどもの居場所

づくりに関する指針」に基づき、こどもの居場所づくりを支

援するコーディネーターの配置並びに居場所の立ち上げに対

する支援をすることで、こどもの居場所づくりを推進するこ

とにより、こどもの居場所に対して効果的な支援方策を明ら

かにすることを目的とする。  

  また、令和 8 年熊本地震の発災を受け、被災したこどもの

心の負担軽減や回復等に資する環境の整備を目的として、被

災したこどもの居場所づくり支援を実施する。  

 

（交付の対象） 

３ この補助金は、「こどもの居場所づくりコーディネーター配

別紙 

 

こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支 

援事業費国庫補助金交付要綱 

 

（通則） 

１ （略） 

 

（交付の目的） 

２ 地域のつながりの希薄化、少子化の進展により、地域の中 

でこどもが育つことが困難になっており、また、児童虐待の 

相談対応件数や不登校、自殺者数の増加等、こどもを取り巻 

く環境の厳しさが増し、価値観も多様化する中、全てのこど 

もが安全で安心して過ごせる多様な居場所づくりを推進して

いく必要がある。  

 本事業は、令和 5年 12月に閣議決定された「こどもの居場所

づくりに関する指針」に基づき、こどもの居場所づくりを支 

援するコーディネーターの配置並びに居場所の立ち上げに対

する支援をすることで、こどもの居場所づくりを推進するこ

とにより、こどもの居場所に対して効果的な支援方策を明ら

かにすることを目的とする。  

   

 

 

 

（交付の対象） 

３ この補助金は、「こどもの居場所づくりコーディネーター配



置等支援事業実施要綱」（「こどもの居場所づくりコーディネ

ーター配置等支援事業の実施について」（令和７年５月 19 日

こ成環第 201号こども家庭庁成育局長通知）の別紙。以下「実

施要綱」という。）に基づき、都道府県及び市町村（特別区、

一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）（以下、「都道

府県等」という。）が行う事業に必要な経費を交付の対象とす

る。 

 令和８年熊本地震による被災したこどもの居場所づくり支

援については、実施要綱に基づき、都道府県等の他、社会福祉

法人、特定非営利活動法人、公益社団法人、一般社団法人、公

益財団法人、一般財団法人及びその他の法人であって、以下

の各号にあたる要件を満たす法人 (以下「社会福祉法人・NPO

法人等」）が行う事業を交付の対象とする。 

(１） 実施主体は、事業の申請を行うに際して、実際に事業

を行う事業担当者と本事業の経理担当者を明確に定め

ておくこと 

(２） 本事業に従事する者又は従事していた者は、個人情報

の管理を徹底すると共に、正当な理由がなく事業の実

施により知り得た秘密を漏らしてはならないこと 

(３） 事業が完了した場合には、自ら事業結果の概要を作成

し、 当該実施主体のホームページへの掲載等の方法に

より公表するよう努めること  

(４) 事業の性質に応じ適切な安全管理を確保するための運

営体制を整えていること 

 

（交付額の算定方法） 

４ この補助金の交付額は、次の表の第２欄に定める区分ごと

置等支援事業実施要綱」（「こどもの居場所づくりコーディネ

ーター配置等支援事業の実施について」（令和８年６月５日 

こ成環第 354号こども家庭庁成育局長通知）の別紙。以下「実

施要綱」という。）に基づき、都道府県及び市町村（特別区、

一部事務組合及び広域連合を含む。以下同じ。）（以下、「都道

府県等」という。）が行う事業に必要な経費を交付の対象とす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（交付額の算定方法） 

４ この補助金の交付額は、次の表の第２欄に定める区分ごと



に、第３欄に定める基準額と、第４欄に定める対象経費の実支

出額を比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他

の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定す

る。 

 前述により選定した額に第５欄に定める補助率を乗じて得

た額を交付額とする。ただし、算出された額に 1,000 円未満

の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 

１事業 ２区分 ３基準額 ４対象経費 
５補助

率 

こども

の居場

所づく

りコー

ディネ

ーター

配置等

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども

の居場

所づく

りコー

ディネ

ーター

の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１市町村あたり 

・コーディネーター3 人

以上の場合 

17,580千円 

・コーディネーター2 人

の場合 

11,846千円 

・コーディネーター1 人

の場合 

6,111千円 

 

 

 

 

 

 

 

こどもの居

場所づくり

コーディネ

ーター配置

支援に必要

な報酬、給料

及び職員手

当等、共済

費、報償費、

旅費、需用費

（消耗品費、

燃料費、食糧

費、印刷製本

費、光熱水

費、修繕料）、

役務費（通信

運搬費、広告

1/2 

に、第３欄に定める基準額と、第４欄に定める対象経費の実支

出額を比較して少ない方の額と、総事業費から寄付金その他

の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を選定す

る。 

  前述により選定した額に第５欄に定める補助率を乗じて得

た額を交付額とする。ただし、算出された額に 1,000 円未満

の端数が生じた場合には、これを切り捨てるものとする。 

 

１事業 ２区分 ３基準額 ４対象経費 
５補助

率 

こども

の居場

所づく

りコー

ディネ

ーター

配置等

事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども

の居場

所づく

りコー

ディネ

ーター

の配置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１市町村あたり 

・コーディネーター3 人

以上の場合 

17,580千円 

・コーディネーター2 人

の場合 

11,846千円 

・コーディネーター1 人

の場合 

6,111千円 

 

 

 

 

 

 

 

こどもの居

場所づくり

コーディネ

ーター配置

支援に必要

な報酬、給料

及び職員手

当等、共済

費、報償費、

旅費、需用費

（消耗品費、

燃料費、食糧

費、印刷製本

費、光熱水

費、修繕料）、

役務費（通信

運搬費、広告

1/2 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

料、手数料、

筆耕翻訳料、

保険料)､委

託料､使用料

及び賃借料、

備品購入費、

負担金、補助

及び交付金 

こども

の居場

所立ち

上げ支

援 

 

1市町村あたり 

50千円×開設カ所数 

※新たに居場所を開設

し、こどもの居場所づ

くりコーディネーター

と連携する場合に限

る。 

新たに居場

所を開設す

る団体への

負担金、補助

及び交付金 

1/2 

 

 

 

 

 

 

 被災し

たこど

もの居

場所づ

くり支

援 

こども家庭庁長官が必要

と認めた額(１箇所あた

り 5,000 千円上限) 

※１団体あたり原則とし

て３箇所を上限とする

が、熊本県ないしは管区

自治体と連携して幅広く

こどもの受け入れを実施

する場合はこの限りでは

ない。 

 

事業の実施

に必要な報

酬、給料及び

職員手当等、

共済費、報償

費、旅費、需

用費（消耗品

費、燃料費、

食糧費、印刷

製本費、光熱

水費、修繕

料）、役務費

10/10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

料、手数料、

筆耕翻訳料、

保険料)､委

託料､使用料

及び賃借料、

備品購入費、

負担金、補助

及び交付金 

こども

の居場

所立ち

上げ支

援 

 

1市町村あたり 

50千円×開設カ所数 

※新たに居場所を開設

し、こどもの居場所づ

くりコーディネーター

と連携する場合に限

る。 

新たに居場

所を開設す

る団体への

負担金、補助

及び交付金 

1/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（通信運搬

費、広告料、

手数料、筆耕

翻訳料、保険

料)､委託料､

使用料及び

賃借料、備品

購入費、負担

金 

 

（注） こどもの居場所づくりコーディネーターは、実施要 

綱に定める必須業務を全て担う者を１人として数える。 

（注） 地方自治体職員に支払う給料及び職員手当等につい

て、会計年度任用職員及び臨時的任用職員へ支給され

るものに限る。 

（注）  事業に係る食糧費について、会議及び説明会等にお 

ける講師や委員の茶菓及び昼食に要する経費に限る。 

ただし、被災したこどもの居場所づくり支援につい 

てはこの限りではない。 

 

（補助金の概算払） 

５ （略） 

 

（交付の条件） 

６ この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものと 

する。 

（１）都道府県等が行う場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注） こどもの居場所づくりコーディネーターは、実施要 

     綱に定める必須業務を全て担う者を１人として数える。 

 （注） 地方自治体職員に支払う給料及び職員手当等につい 

て、会計年度任用職員及び臨時的任用職員へ支給され  

るものに限る。 

（注） 事業に係る食糧費について、会議及び説明会等にお 

ける講師や委員の茶菓及び昼食に要する経費に限る。 

 

 

 

（補助金の概算払） 

５ （略） 

 

（交付の条件） 

６ この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものと

する。 

 



   ア 都道府県等において、４の表第２欄に定める区分ごと 

の事業に要する配分について、事業間での配分の変更 

は認めない。 

 イ 事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合に 

は、こども家庭庁長官の承認を受けなければならない。 

   ウ 事業を中止し、又は廃止する場合には、こども家庭庁 

長官の承認を受けなければならない。 

   エ 事業が予定の範囲内に完了しない場合又は事業の遂行 

が困難となった場合には、速やかにこども家庭庁長官 

に報告してその指示を受けなければならない。 

   オ 事業の遂行及び支出状況についてこども家庭庁長官の 

要求があったときは、速やかにその状況を報告しなけ 

ればならない。 

   カ 事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 50 

万円以上の機械、器具及びその他の財産については、

適正化法施行令第 14 条第１項第２項の規定によりこ

ども家庭庁長官が別に定める期間を経過するまで、こ

ども家庭庁長官の承認を受けないで、この補助金の目

的に反して、使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担

保に供し、又は廃棄してはならない。 

   キ こども家庭庁長官の承認を受けて財産を処分すること 

により収入があった場合には、その収入の全部又は一 

部を国庫に納付させることがある。 

   ク 事業により取得し、又は効用の増加した財産について 

は、事業完了後においても善良な管理者の注意をもっ 

て管理するとともに、その効率的な運用を図らなけれ 

ばならない。 

 ア 都道府県等において、４の表第２欄に定める区分ごと 

の事業に要する配分について、事業間での配分の変更 

は認めない。 

 イ 事業の内容の変更（軽微な変更を除く。）をする場合に 

は、こども家庭庁長官の承認を受けなければならない。 

   ウ 事業を中止し、又は廃止する場合には、こども家庭庁 

長官の承認を受けなければならない。 

   エ 事業が予定の範囲内に完了しない場合又は事業の遂行 

が困難となった場合には、速やかにこども家庭庁長官 

に報告してその指示を受けなければならない。 

   オ 事業の遂行及び支出状況についてこども家庭庁長官の 

要求があったときは、速やかにその状況を報告しなけ 

ればならない。 

   カ 事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 50 

万円以上の機械、器具及びその他の財産については、適

正化法施行令第 14 条第１項第２項の規定によりこど

も家庭庁長官が別に定める期間を経過するまで、こど

も家庭庁長官の承認を受けないで、この補助金の目的

に反して、使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に

供し、又は廃棄してはならない。 

   キ こども家庭庁長官の承認を受けて財産を処分すること 

により収入があった場合には、その収入の全部又は一 

部を国庫に納付させることがある。 

   ク 事業により取得し、又は効用の増加した財産について 

は、事業完了後においても善良な管理者の注意をもっ 

て管理するとともに、その効率的な運用を図らなけれ 

ばならない。 



   ケ 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によ 

り補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除 

税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含 

む。）は様式 10 により速やかに、遅くとも補助事業完 

了日の属する年度の翌々年度６月 30 日までにこども 

家庭庁長官に報告しなければならない。 

また、補助金に係る仕入控除税額があることが確定し 

た場合には、当該仕入控除税額を国庫に返還しなけれ 

ばならない。 

   コ 補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかに 

した様式１による調書を作成するとともに、事業に係 

る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、当該調書 

及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又 

は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日） 

の属する年度の終了後５年間保管しておかなければな 

らない。 

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格 

が単価 50 万円以上の機械、器具及びその他の財産が 

ある場合には、前記の期間を経過後、当該財産処分が 

完了する日、又は適正化法施行令第 14 条第１項第２ 

項の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間を 

経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなけれ 

ばならない。 

（２）社会福祉法人・NPO 法人等が行う場合 

ア (1)に掲げる条件（コを除く。）を適用する。ただし、カ 

の規定中「50 万円」とあるのは、「30 万円」と読み替え 

るものとする。 

   ケ 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告によ 

り補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除 

税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含 

む。）は様式 10 により速やかに、遅くとも補助事業完 

了日の属する年度の翌々年度６月 30 日までにこども 

家庭庁長官に報告しなければならない。 

また、補助金に係る仕入控除税額があることが確定し 

た場合には、当該仕入控除税額を国庫に返還しなけれ 

ばならない。 

   コ 補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかに 

した様式１による調書を作成するとともに、事業に係 

る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、当該調書 

及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又 

は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日） 

の属する年度の終了後５年間保管しておかなければな 

らない。 

ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価格 

が単価 50 万円以上の機械、器具及びその他の財産が 

ある場合には、前記の期間を経過後、当該財産処分が 

完了する日、又は適正化法施行令第 14 条第１項第２ 

項の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間を 

経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなけれ 

ばならない。 

 

 

 

 



イ 事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当 

該収入及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及 

び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃      

止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属 

する年度の終了後５年間保管しておかなければならな 

い。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した価 

格が単価 30 万円以上の機械、器具及びその他の財産が 

ある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分 

が完了する日、又は適正化法施行令第 14 条第１項第２ 

号の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間を経 

過する日のいずれか遅い日まで保管しなければならな 

い。 

 

（申請手続）  

７ この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。た

だし、被災したこどもの居場所づくり支援の場合は、（３）に

定めるところにより行うものとする。 

(1) 市町村が行う場合 

（略） 

(2) 都道府県が行う場合 

  （略） 

(3) 被災したこどもの居場所づくり支援の場合 

   ① 熊本県が申請を行う場合 

熊本県知事は、様式２による申請書に関係書類を添 

えて、こども家庭庁が別に定める日までにこども家庭庁

長官に提出するものとする。 

② 市町村、社会福祉法人・NPO 法人等が申請を行う場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（申請手続）  

７ この補助金の交付の申請は、次により行うものとする。 

 

 

(1) 市町村が行う場合 

（略） 

(2) 都道府県が行う場合 

  （略） 

 

 

 

 

 

 



ア 市町村長、社会福祉法人・NPO 法人等の長は、様式 

２による申請書に関係書類を添えて、熊本県知事が別 

に定める日までに熊本県知事に提出するものとする。  

ただし、事前に熊本県に対し事業内容及び実施場所 

等について協議するものとする。 

イ 熊本県知事は、市町村長、社会福祉法人・NPO 法人 

等からアの申請書の提出があった場合には、これをと 

りまとめの上こども家庭庁が別に定める日までにこ 

ども家庭庁長官に提出するものとする。  

 

（変更申請手続） 

８ （略） 

 

（標準処理期間） 

９ （略） 

 

（交付決定の通知） 

10(1) 市町村に対して行う場合 

（略） 

(2) 都道府県に対して場合 

  （略） 

(3) 社会福祉法人・NPO法人等に対して行う場合 

熊本県知事は、社会福祉法人・NPO法人等に係る補助金に

ついて、こども家庭庁長官から交付決定の通知依頼があっ

たときは、社会福祉法人・NPO法人等に対し、様式４又は様

式６により速やかに交付決定の通知を行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更申請手続） 

８ （略） 

 

（標準処理期間） 

９ （略） 

 

（交付決定の通知） 

10(1) 市町村に対して行う場合 

（略） 

(2) 都道府県に対して行う場合 

  （略） 

 

 

 

 

 

 



（交付決定に対する不服） 

11 （略）  

 

（実績報告）  

12 この補助金の事業実績の報告は、次により行うものとする。

ただし、被災したこどもの居場所づくり支援の場合は、（３）

に定めるところにより行うものとする。  

(1) 市町村が行う場合 

（略） 

(2) 都道府県が行う場合 

  （略） 

(3) 被災したこどもの居場所づくり支援の場合 

   ① 熊本県が申請を行う場合 

熊本県知事は、事業の完了した日から起算して１月 

を経過した日（６のウにより事業の中止又は廃止の承 

認を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から 

１月を経過した日）又は翌年度４月 10 日までのいず 

れか早い日までに、様式７による報告書をこども家庭 

庁長官に提出するものとする。 

② 市町村、社会福祉法人・NPO 法人等が申請を行う場合 

        ア 市町村長、社会福祉法人・NPO 法人等の長は、熊本

県知事が別に定める日までに様式７による報告書を

熊本県知事に提出するものとする。 

イ 熊本県知事は、市町村長、社会福祉法人・NPO 法人 

等からアの申請書の提出があった場合には、これをと 

りまとめの上、事業の完了した日から起算して１月を 

経過した日（６のウにより事業の中止又は廃止の承認 

（交付決定に対する不服） 

11 （略） 

 

（実績報告）  

12 この補助金の事業実績の報告は、次により行うものとする。 

 

  

(1) 市町村が行う場合  

（略） 

 (2) 都道府県が行う場合 

  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



を受けた場合には、当該承認通知を受理した日から１ 

月を経過した日）又は翌年度４月 10 日までのいずれ 

か早い日までに、様式８と併せてこども家庭庁長官に 

提出するものとする。 

 

（補助金の額の確定の通知） 

13 交付額の確定の通知は次により行うものとする。 

(1) 市町村に対して行う場合 

（略） 

(2) 都道府県に対して行う場合 

  （略） 

(3) 社会福祉法人・NPO 法人等に対して行う場合 

熊本県知事は、社会福祉法人・NPO法人等に係る補助金に 

ついて、こども家庭庁長官から交付額の確定通知依頼があ 

ったときは、社会福祉法人・NPO法人等に対し、様式９によ 

り速やかに確定の通知を行うものとする。 

 

（補助金の返還） 

14 （略） 

 

（その他） 

15 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（補助金の額の確定の通知） 

13 交付額の確定の通知は次により行うものとする。 

(1) 市町村に対して行う場合 

（略） 

(2) 都道府県に対して行う場合 

  （略） 

 

 

 

 

 

 

（補助金の返還） 

14 （略） 

 

（その他） 

15 （略） 

 

 

 

       

 



 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

  

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 



 

 

 


